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省エネカーボンニュートラル政策の動向

3出展：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）



2050年カーボンニュートラルの表明（10月26日）

2021年

2022年

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果

以外の国民生活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年▲46％に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 長期戦略（10月22日閣議決定）
➢ パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示

✓ クリーンエネルギー戦略 中間整理（5月13日）
➢ 成長が期待される産業ごとの具体的な道筋、需要サイドのエネルギー転換、クリーンエネルギー中心の経

済・社会、産業構造の転換、地域・くらしの脱炭素化に向けた政策対応などについて整理

✓ GX実現に向けた基本方針 閣議決定（2月10日）
➢ ロシアによるウクライナ侵略以降、エネルギー安定供給の確保が世界的に大きな課題となる中、GX（グリー

ントランスフォーメーション)を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべく、
GX実行会議や各省における審議会等での議論を踏まえ、「GX実現に向けた基本方針」を閣議決定

2023年

国連へ新たな削減目標を反映したNDC＊を提出（10月22日）＊NDC:Nationally Determined Contribution

2020年

✓ GX推進法の成立（5月12日）

✓ 水素基本戦略の改定（6月6日）

✓ 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（GX推進戦略) 閣議決定（7月28日）

我が国の2050年カーボンニュートラル実現に向けたこれまでの取組
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出典：総合エネルギー統計、国民経済計算年報、EDMCエネルギー・経済統計要覧

⚫ 石油危機以降、日本の実質GDPは2.6倍、最終エネルギー消費は1.2倍。日本は、省エネ法による規
制と支援を通じ、世界最高水準の省エネを達成。

実質GDP
1973→2018

2.6倍

最終エネルギー消費量

全体
1973→2018

1.2倍

運輸
1973→2018

1.7倍

家庭
1973→2018

1.9倍

業務
1973→2018

2.1倍

産業
1973→2018

0.8倍

我が国の最終エネルギー消費の推移

産業部門

業務部門

運輸部門

家庭部門

（原油換算百万kl）

（年度）

(兆円、2011年価格）
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⚫ 我が国は、これまで経済成長と世界最高水準の省エネを同時に達成し続けてきている。

（参考）我が国のこれまでの省エネルギーの進展

日本における実質ＧＤＰとエネルギー消費効率の推移

実質ＧＤＰ

エネルギー消費効率（一次エネルギー供給量／実質ＧＤＰ）

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、内閣府「国民経済計算年報」を基に作成。

原油換算

百万kl/兆円 兆円（2011年価格）
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エネルギー消費効率の各国比較（2018年）

一次エネルギー供給/実質GDPを日本＝１として換算

出典:IEA「World Energy Balances 2020 Edition｣、World Bank｢World Development 
Indicators 2020｣を基に作成
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日本のエネルギー政策の基本方針



省エネ目標の内訳と達成に向けた対応

⚫ 省エネ目標の試算にあたっては、産業・業務・家庭・運輸の各部門毎に、技術的に実現可能な対策
を最大限積み上げ、前回（2015年度）策定時から1200万kL程度の深掘り。

⚫ 省エネ法に基づく規制と補助金等の支援により、対策毎の目標達成を推進。

業務部門 ＜省エネ量 約1,350万kl＞

運輸部門 ＜省エネ量 約2,300万kl＞

産業部門 ＜省エネ量 約1,350万kl＞

家庭部門 ＜省エネ量 約1,200万kl＞

➢ 主な対策:建築物の省エネ化やオフィス等への

省エネ機器導入

（内訳）

• 建築物の省エネ化[545.8万kL]

• LEDの導入［195.4万kL］

• 高効率給湯器の導入[51.5万kL]

• 高効率な冷凍冷蔵庫やルーター・サーバー等の導入［342.0万kL ］

• BEMSの活用等によるエネルギー管理の実施 [238.5万kL］ 等

➢ 主な対策：住宅の省エネ化や家電等の省エネ性能向上

（内訳）

• 住宅の省エネ化[343.6万kL]

• LEDの導入［193.4万kL］

• 高効率給湯器の導入[264.9万kL]

• トップランナー制度等による機器の省エネ性能向上［169.5万kL］

• ＨＥＭＳの活用等によるエネルギー管理の実施[216.0万kL] 等

➢ 主な対策：自動車の燃費改善や次世代自動車の普及、

トラックの輸送効率化
（内訳）

• 燃費改善、次世代自動車の普及［990.0万kL］

• その他の運輸部門対策

ートラック輸送の効率化[425.2万kL]

ー交通流対策の推進[72.9万kL]

ー公共交通機関の利用促進[59.3万kL]

ー鉄道貨物輸送へのモーダルシフト[53.6万kL] 等

➢ 主な対策：鉄鋼や化学等の素材産業における、

高効率燃焼設備の導入など省エネ対策
（内訳）

• 素材系４業種における対策

ー鉄鋼業[41.5万kL]

ー化学工業[195.9万kL]

ー窯業・土石業[27.7万kL]

ー紙パルプ製造業[3.9万kL]

• その他業種横断的対策

ーFEMSの活用等によるエネルギー管理の実施[74.0万kL] 等

合計 2030年度省エネ目標 6,200万kL程度（前回2015年策定時：5030万kL）
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⚫ 今回の見通しは、2030年度の新たな削減目標を踏まえ、徹底した省エネルギーや非化石エネルギーの拡大を進める上で
の需給両面における様々な課題の克服を野心的に想定した場合に、どのようなエネルギー需給の見通しとなるかを示す
もの。

⚫ 今回の野心的な見通しに向けた施策の実施に当たっては、安定供給に支障が出ることのないよう、施策の強度、実施の
タイミングなどは十分考慮する必要。（例えば、非化石電源が十分に導入される前の段階で、直ちに化石電源の抑制策
を講じることになれば、電力の安定供給に支障が生じかねない。）

（2019年 ⇒ 旧ミックス）
2030年度ミックス
（野心的な見通し）

省エネ （1,655万kl ⇒ 5,030万kl） 6,200万kl

最終エネルギー消費（省エネ前） （35,000万kl ⇒ 37,700万kl） 35,000万kl

電源構成

発電電力量：
10,650億kWh

⇒
約9,340
億kWh程度

再エネ （18% ⇒ 22~24%） 36～38％※

水素・アンモニア（ 0% ⇒ 0%） 1％

原子力 （ 6% ⇒ 20~22%） 20～22％

LNG （37% ⇒ 27%） 20％

石炭 （32% ⇒ 26%） 19％

石油等 （ 7% ⇒ 3%） 2％

（ ＋ 非エネルギー起源ガス・吸収源 ）

温室効果ガス削減割合 （ 14% ⇒ 26%）
46％

更に50%の高みを目指す

太陽光 14～16％

風力 5％

地熱 1％

水力 11％

バイオマス 5％

太陽光 6.7% ⇒ 7.0%

風力 0.7% ⇒ 1.7％

地熱 0.3% ⇒ 1.0~1.1％

水力 7.8% ⇒ 8.8~9.2％

バイオマス 2.6% ⇒3.7~4.6％

※現在取り組んでいる再生可能エネルギーの研究開発
の成果の活用・実装が進んだ場合には、38％以上
の高みを目指す。

（再エネの内訳）

9

2030年度におけるエネルギー需給の見通しのポイント
第6次エネルギー基本計画
令和3年10月22日閣議決定
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2030年度2013年度

3.63億kl

①経済成長 (1.4％/年)

2.80億kl程度
（対策後）

産業
1.60億kl

業務
0.65億kl

運輸
0.84億kl

家庭
0.52億kl

3.5億kl程度
（対策前）

2019年度

産業
1.55億kl

業務
0.55億kl

運輸
0.78億kl

家庭
0.47億kl

3.34億kl
（速報値）

※人口 0.6%減 旅客輸送量 2%減

家庭
0.3億kl程度

産業
1.4億kl程度

業務
0.5億kl程度

運輸

0.6億kl程度

②徹底した省エネ対策
6,200万kl程度削減

化石エネルギー

①省エネ強化

時間軸
2030 2050現在

エネルギー
使用量

②非化石エネルギー
の導入拡大

カーボンニュートラルに向けた需要側の取組の方向性

＜需要側におけるエネルギー転換促進＞
・自家消費再エネや水素等の非化石エネルギー導入拡大
（改正省エネ法による「非化石エネルギーへの転換に関する措置」）
・余剰再エネの活用など電気の需給状況に応じた需要の最適化
（改正省エネ法による「電気の需要の最適化に関する措置」）

第６次エネルギー基本計画における省エネ目標



2050年カーボンニュートラルの表明（10月26日）

2021年

2022年

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果

以外の国民生活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年▲46％に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 長期戦略（10月22日閣議決定）
➢ パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示

✓ クリーンエネルギー戦略 中間整理（5月13日）
➢ 成長が期待される産業ごとの具体的な道筋、需要サイドのエネルギー転換、クリーンエネルギー中心の経

済・社会、産業構造の転換、地域・くらしの脱炭素化に向けた政策対応などについて整理

✓ GX実現に向けた基本方針 閣議決定（2月10日）
➢ ロシアによるウクライナ侵略以降、エネルギー安定供給の確保が世界的に大きな課題となる中、GX（グリー

ントランスフォーメーション)を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべく、
GX実行会議や各省における審議会等での議論を踏まえ、「GX実現に向けた基本方針」を閣議決定

2023年

国連へ新たな削減目標を反映したNDC＊を提出（10月22日）＊NDC:Nationally Determined Contribution

2020年

✓ GX推進法の成立（5月12日）

✓ 水素基本戦略の改定（6月6日）

✓ 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（GX推進戦略) 閣議決定（7月28日）

我が国の2050年カーボンニュートラル実現に向けたこれまでの取組
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(参考) 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略【GX推進戦略】の概要
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（１）省エネによるコスト削減
➢ 計画的・効果的な投資やプロセス改善により、エネルギーコストを削減。

➢ ただし、知見・ノウハウや人材が不足しているほか、初期投資の高い設備投資は財務基盤の脆弱性故

に進みにくい。

➢ エネルギー使用量を把握して削減ポテンシャルを検証することなどを通じて、一層の省エネ・省CO2

に取り組むことが重要。

（２）資金調達手段の獲得
➢ 金融機関がESG投資を推進しているため、温暖化対策の状況を加味した融資条件の優遇等を受けられ

る機会が拡大（サステナビリティ・リンク・ローン、トランジション・ファイナンス等）

（３）製品や企業の競争力向上
➢ 取引先企業から選好されやすくなり、既存の取引先との強固な関係性の構築のみならず、新規の取引

先開拓にもつながり得る。

➢ 製品単位の排出量見える化が進めば、製品の差別化を行うことができる。

➢ ＣＮに向けた取組の価値を広く浸透させるためには、例えば、製品の排出量等の表示ルールの策定な

ど、官民による「仕組み作り」が必要。

⚫ 中小企業がカーボンニュートラル（CN）に取り組むことは、省エネによるコスト削減、資金調達
手段の獲得、製品や企業の競争力向上の点において経営力強化にもつながり得る。

⚫ また、設備投資に伴う排出削減量をクレジット化して売却すれば、投資コストを低減できる。
（但し、クレジット化して売却すると、自らの削減とは主張できなくなることに留意が必要。）

13

中小企業がカーボンニュートラルに向けて取り組むメリット
2022年5月13日

クリーンエネルギー戦略検討合同会議資料より作成
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１．エネルギーの使用の合理化の対象範囲を拡大

➢ 省エネ法の「エネルギー」の定義を拡大し、非化石エネルギーを含む全てのエネルギーの使
用の合理化を求める枠組みに見直す。

２．非化石エネルギーへの転換に関する措置

➢ 大規模需要家に対し、非化石エネルギーへの転換の目標に関する中長期計画の作成及び
非化石エネルギー使用状況等の定期の報告を求める。

３．電気の需要の最適化に関する措置

➢ 大規模需要家に対し、電気の需給状況に応じた「上げDR」・「下げDR」の実績報告を義務化し、
再エネ出力抑制時への需要シフトや需給逼迫時の需要減少を促す。

➢ 電気消費機器（トップランナー機器）への電気需要最適化に係る性能の向上の努力義務（現行の
需要平準化に資する性能の向上の見直し）

→ これらを踏まえ、

法律名を「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」
に見直し。

（2022年5月13日 第208回通常国会で成立）

⇒ 2023年4月1日 施行

改正省エネ法の概要
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【省エネセンター】無料講師派遣制度

17

https://www.shindan-net.jp/service/shindan-send/

出展：（一財）省エネルギーセンターパンフレット（一部編集）

https://www.shindan-net.jp/service/shindan-send/


https://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/cn/pr.html

⚫ カーボンニュートラルに資する取組イメージを分かりやすく伝える広報ツールとしてリーフレットを作成。

⚫ カーボンニュートラル達成に向けた取組をステップに分けて紹介。

カーボンニュートラル
達成に向けた取組ステップ

STEP 0 しる！

自社のCO2排出量を
計算してみよう！

CO2排出量の
削減に努めよう！

自社の
カーボンニュートラルへ！

カーボンニュートラルとは
何かを知ろう！

STEP １ はかる！ STEP ２ へらす！ STEP ３ つづける！

カーボンニュートラル入門リーフレット

18

https://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/cn/pr.html


お問合せ先
近畿経済産業局 総合エネルギー広報室
TEL：06-6966-6041

事業者のカーボンニュートラル（CN）に向けた取

組を支援すべく、経済産業省が行っている予算事業

のうち、CNに関連する補助金や支援策についてまと

めた「CN関連・施策マップ」を作成しました。

本マップは1ヶ月に2回を目安に随時更新しており、

補助金の公募開始やその他の最新情報を得ることが

できます。CNに向けた各種取組を検討されている事

業者の皆様、ぜひご活用ください！

カーボンニュートラル関連・施策マップ

関西企業等の取り組み事例
～コツコツ減らそう！我が社のCO2削減のコツ～

本事例集では、➀CNに取り組む企業・団体等、

②それらの事業者をサポートする企業の取組事例を

紹介しています。

あらゆる業種の方々に、自社に合った取組のヒン

トを見つけて いただくため、製造業はもちろん、

小売業や教育機関等、幅広 く事例を掲載していま

す。「CNに取り組みたいけど具体的に何から始 め

たらいいのかわからない...」 といった中小企業等

の方々にとって、CN実現に向けた活動の“きっか

け”となると幸いです。

お問合せ先
近畿経済産業局 総合エネルギー広報室
TEL：06-6966-6041

カーボンニュートラル関連施策マップ/関西企業等の取り組み事例

19



中小企業基盤整備機構では、中小企業・小規模事業者を対象に、カーボンニュートラル・脱炭素に関する
相談について、専門家によるweb相談を実施。

https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html 20

中小機構のカーボンニュートラル・オンライン相談窓口

出展：（独）中小企業基盤整備機構リーフレット（一部編集）

https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html


https://www.shindan-net.jp/selfcheck/

【省エネセンター】セルフ診断ツール（無料）

エネルギー使用量や延床面積等を入力すると診断結果が表示
原油／CO2／金額換算ベースの削減ポテンシャル等も合わせて表示

過去の約13,000件の診断実績からAIが削減メニューを提示するほか、同業他事業所の比較グラフなども表示される。
21出展：省エネ・節電ポータルサイト

https://www.shindan-net.jp/selfcheck/


令和4年度補正予算中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業費補助金

（一社）環境共創イニシアチブ説明資料から引用 22

本事業のWebサイトも合わせてご確認ください

https://shoeneshindan.jp/guide/

https://shoeneshindan.jp/guide/


令和4年度補正予算中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業費補助金

（一社）環境共創イニシアチブ説明資料から引用 23



2023/11/15

申込み受付

再開予定

省エネ診断の比較

24
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ものづくり補助金
次回公募時期未定

省エネ補助金
※今年度分終了のため

次年度に向けて参考配布

事業再構築補助金
次回公募時期未定

ピックアップ施策３つ

26



令和6年度経済産業省概算要求のPR資料一覧
（関連事業分を抜粋）

https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/energy.html

● エネルギー対策特別会計

● GX推進対策費
https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/gx.html

https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/energy.html
https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/gx.html
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ご清聴ありがとうございました
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